
平成１１年（行ケ）第７５号　審決取消請求事件
　　　　　　　　　判　　　　決
　    原　　　　　　告　　　エー　アンド　エフ　トレードマーク，インコーポ
レーテッド
      代表者　　　          Ａ
　　　訴訟代理人弁護士　　　松　浦　康　治
　　　同　　　　　　　　　　斎　藤　三　義
　　　同　　　　　　　　　　土　井　輝　生
　　　被　　　　　　告　　　株式会社デビッド
　　　代表者代表取締役　　　Ｂ
　　　訴訟代理人弁理士　　　Ｃ
　　　同　　　　　　　　　　Ｄ
　　　同　　　　弁護士　　　米　川　耕　一
　　　同　　　　　　　　　　永　島　賢　也
　　　同　　　　　　　　　　福　田　浩　久
　　　　　　　　　主　　　　文
　１　特許庁が平成８年審判第９５７３号事件について平成１０年１０月２９日に
した審決を取り消す。
　２　訴訟費用は被告の負担とする。
　　　　　　　　　事　　　　実
第１　原告が求める裁判
　　　主文と同旨の判決
第２　原告の主張
　１　特許庁における手続の経緯
      原告は、別紙審決書の理由（一部）写しの別紙のとおり欧文字を横書きして
なり、旧第１７類「被服（運動用特殊被服を除く）　布製見回品（他の類に属する
ものを除く）　寝具類　（寝台を除く）」を指定商品とする登録第２１０７５０８
号商標（昭和５６年１１月１４日登録出願、平成元年１月２３日設定登録。以下
「本件商標」という。）の商標権者である。
      被告は、平成８年６月１３日に本件商標の商標登録をその指定商品中「被服
（運動用特殊被服を除く）」につき取り消すことについて審判を請求した（審判請
求の登録日は、平成８年７月９日）。
      特許庁は、これを平成８年審判第９５７３号事件として審理した結果、平成
１０年１０月２９日に「登録第２１０７５０８号商標の指定商品中「被服（運動用
特殊被服を除く。）」についてはその登録は、取り消す。」との審決をし、同年１
１月２５日にその謄本を原告に送達した。なお、原告のための出訴期間として９０
日が付加された。
　２　審決の理由
　　　別紙審決書の理由（一部）写しのとおり
　３　審決取消事由
      審決は、被告は本件審判を請求することについて法律上の利益を有すると誤
って判断し、かつ、事実認定を誤った結果、本件商標は本件審判請求の登録前３年
以前に指定商品中「被服（運動用特殊被服を除く。）」について使用されていなか
った旨判断したものであって、違法であるから、取り消されるべきである。
　（１）被告の審判請求人適格について
        審決は、被告が出願した平成８年商標登録願第１４８１２号につき本件商
標を引用した拒絶理由通知がなされ、現在審査が継続中であることを理由として、
本件審判について被告の請求人適格を肯定した。
        しかしながら、被告出願に係る上記商標は、「Abercro-mbie  ＆ Fitch」
というものであって、本件連合商標を付した商品を独占的に製造販売しているアメ
リカ合衆国所在のAbercrombie ＆ Fitch Inc.（以下「フィッチ社」という。）の社
名そのものであるうえ、本件商標が外国のみならず日本国内においても著名な商標
であることから、被告出願に係る前記商標は、本件商標の有無にかかわらず、商標
法４条１項８号，１０号，７号あるいは１５号の規定によって商標登録を受ける余
地が全くないものである。このような状況であるのに、本件審判について被告の請
求人適格を肯定することは、誤りというべきである。
　（２）本件商標の使用について
        原告は、１９９５年（平成７年）４月１日にフィッチ社との間で商標保護



契約を締結して同社に本件商標の使用権を付与し、フィッチ社は、これに基づき、
それが日本に輸出されることを承知のうえで、平成８年２月、本件商標を付した被
服をアメリカ合衆国所在のカネサ　アメリカ　インク（以下「カネサ　アメリカ
社」という。）に対して販売した。カネサ　アメリカ社は、そのころ、同商品を日
本所在の卸売業者である株式会社メインフォード　インベストメント（以下「メイ
ンフォード社」という。）に販売し、メインフォード社は、同年３月に横浜港で同
商品を受領した後、それから５月にかけての間に、日本国内の小売業者らに販売し
た（この点について、被告は、原告提出の甲号各証の記載内容には不自然なものや
矛盾のあるものが存在する旨主張するが、これらの書証はフィッチ社等の通常の事
務取扱いに従って作成されたものであり、数量等の齟齬も単なるミスと考えられる
範囲内のものにすぎない。ちなみに、甲第１４号証は、フィッチ社から商品を買い
受けた買主に対する納品書と、フィッチ社に商品を納入した製造業者に対する返品
伝票を兼ねている用紙を使用して作成されたものである。）。
        このように、フィッチ社によって本件商標を付された被服がそのままの状
態で流通している以上、たといこれを日本国内に輸入したのが第三者であるメイン
フォード社であるとしても、本件商標の日本国内における使用は、本件商標の使用
権者であるフィッチ社によって行われたものと評価するのが相当である（なお、フ
ィッチ社が、カネサ　アメリカ社及びメインフォード社に対して本件商標の使用権
を付与したとみることも可能である。）。
        以上のとおりであって、本件商標は、商標使用権者であるフィッチ社によ
って本件審判請求の登録前３年以内に日本国内において指定商品である被服につい
て使用されていたというべきであるから、商標権者等が本件審判請求の登録前３年
以内に日本国内において本件商標を取消請求に係る商品に使用していなかったとし
た審決の認定は誤りである。
第３　被告の主張
　　　原告の主張１，２は認めるが、３（審決取消事由）は争う。審決の認定判断
は正当であって、これを取り消すべき理由はない。
　１　被告の審判請求人適格について
      原告は、被告出願に係る商標は本件商標の有無にかかわらず商標登録を受け
る余地がないものであるから、本件審判について被告の請求人適格を肯定すること
は誤りである旨主張する。
      しかしながら、被告がなした商標登録出願が本件商標を引用した拒絶理由通
知を受けている以上、上記登録出願が原告主張の理由によって拒絶されるか否かに
かかわりなく、被告が本件審判を請求する適格を有することは当然というべきであ
る。
　２　本件商標の使用について
      原告は、本件商標の使用権を付与されたフィッチ社によって本件商標を付さ
れた商品が、メインフォード社によって日本に輸入されたことは証拠上明らかであ
る旨主張する。
      しかしながら、フィッチ社が原告から本件商標の使用権を付与されている事
実を認めるべき的確な証拠はない。また、原告提出の取引関係書類は、本件商標を
付した商品に係るものであることが記載上不明であるのみならず、それらの記載の
中には不自然なもの（特に、甲第１４号証の「納品書」は返却の欄がチェックされ
ている。）や、相互に矛盾のあるもの（特に、甲第２，第１１，第１４号証に記載
されている「数量」には一致しないものがある。）が存在し、措信できない。ま
た、宣誓供述書や陳述書（甲第５，１０号証）は、具体的資料の裏付けを欠くもの
であるから、フィッチ社による本件商標の使用は未だ証明されていないといわざる
を得ない。
　　　　　　　　　理　　　　由
第１　原告の主張１（特許庁における手続の経緯）及び２（審決の理由）は、被告
も認めるところである。
第２　被告の審判請求人適格について
      原告は、被告出願に係る平成８年商標登録願第１４８１２号の商標はフィッ
チ社の社名そのものであるうえ、本件商標が著名な商標であって、被告出願に係る
上記商標は本件商標の有無にかかわらず商標登録を受ける余地が全くないものであ
るから、被告は本件審判について請求人適格を有しない旨主張する。
      しかしながら、被告がなした前記商標の登録出願が本件商標を引用した拒絶
理由通知を受けている以上、同出願が原告主張の理由によって拒絶されるかべきか



否かを論ずることなく、被告が本件商標の登録を取り消すことについて審判を請求
する利益を有するものと判断すべきである。原告の主張は採用できない。
第３　本件商標の使用について
      甲第２ないし第５号証、第７ないし第１４号証（枝番を含む。以下同じ）、
第１６号証、第２８ないし第３２号証、第３４号証、第３６ないし第３８号証、第
４０，第４２号証及び検甲第１，第２号証を総合すれば、原告が、１９９５年（平
成７年）４月１日にフィッチ社との間で商標保護契約を締結して同社に対して本件
商標と社会通念上同一と認められる「ABERCROMBIE ＆ FITCH」の全世界における使
用権を付与し、フィッチ社は、これに基づき、それが日本に輸出されることを認識
したうえで、平成８年２月、本件商標と社会通念上同一と認められる「ABERCROMBIE 
AND FITCH 」を付した被服をカネサ　アメリカ社に対して販売し、カネサ　アメリ
カ社は、そのころ、同商品を日本所在の卸売業者であるメインフォード社に販売
し、メインフォード社は、同年３月に同商品を横浜港で受領した後、それから同年
５月にかけて国内の被服の小売業者に販売したことを認めることができる。
      この点について、被告は、上記甲号各証の証拠価値を論難し、特に甲第２，
第１１，第１４号証に記載されている「数量」には一致しないものがある旨主張す
る。
      しかしながら、上記甲号各証の記載内容は、全体としてみれば有機的に連結
しているのみでなく、その中の一部には、通関関係の書類（甲第１１号証）や銀行
間の送金関係の書類（甲第２９号証）等、客観性の高い証拠も含まれていて、これ
らがすべて虚偽であるとは到底考えられず、数量等の齟齬も単なるミスと考えられ
る範囲内のものということができる。
      そして、本件商標と社会通念上同一と認められる商標の使用権を有する者で
あるフィッチ社によって本件商標と社会通念上同一と認められる商標を付された被
服がそのままの状態で流通している以上、たといこれを日本国内に輸入したのが第
三者であるメインフォード社であるとしても、本件商標の日本国内における使用
は、本件商標の使用権者であるフィッチ社によって行われたものと評価するのが相
当である。
第４　よって、審決の取消しを求める原告の本訴請求は正当であるからこれを認容
することとし、訴訟費用の負担について行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条の
各規定を適用して、主文のとおり判決する。
　　（口頭弁論終結日　平成１１年１２月２１日）
　　　　　東京高等裁判所第六民事部

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　山　　下　　和　　明

　　　　　　　　　　　　裁判官　　春　　日　　民　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　宍　　戸　　　　　充


